
 

 

 

 

 

 

エネルギー研究開発拠点化計画 

 

  推  進  方  針 

（平成２３年度） 

 

実  施  状  況 
（平成２１年１１月～平成２２年１０月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年１１月１４日 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギー研究開発拠点化推進会議 委員 

   
機 関 名 職 名 氏 名 

敦賀商工会議所 会 頭 有馬 義一 

福井工業高等専門学校 校 長 池田 大祐 

社団法人関西経済連合会 副会長 井上 礼之 

敦 賀 市 市 長 河瀬 一治 

福井県経済団体連合会 会 長 川田 達男 

北陸電力株式会社 社 長 久和  進 

福井県環境・エネルギー懇話会 副会長 清川  忠 

財団法人若狭湾エネルギー研究センター 所 長 小林紘二郎 

関西原子力懇談会 副会長 澤   明 

福井県立大学 学 長 下谷 政弘 

福井工業大学 学 長 城野 政弘 

日本原子力研究開発機構 理事長 鈴木 篤之 

経済産業省 地域経済産業審議官 谷  重男 

福 井 県 知 事 西川 一誠 

福井大学 学 長 福田  優 

文部科学省 研究開発局長 藤木 完治 

経済産業省資源エネルギー庁  長 官 細野 哲弘 

福井県鉄工業協同組合連合会  会 長 松浦 正則 

日本原子力発電株式会社 社 長 森本 浩志 

関西電力株式会社 社 長 八木  誠 

 （五十音順、敬称略） 



 

 

 

 

 

 

エネルギー研究開発拠点化計画 

 

  推 進 方 針 

 

  （平成２３年度） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年１１月１４日 

 

エネルギー研究開発拠点化推進会議 

 

 



 

 

目  次 

 

重点施策 

○拡国際原子力人材育成センター                   …  １ 

広域の連携大学拠点の形成                    …  ３ 

原子力安全研修施設                       …  ５ 

レーザー共同研究所                       …  ６ 

高速増殖炉（ＦＢＲ）を中心とした国際的研究開発拠点の形成    …  ７ 

嶺南新エネルギー研究センター                  … １０ 

福井クールアース・次世代エネルギー産業化プロジェクト      … １１ 

○新エコ園芸振興拠点化プロジェクトの推進              … １３ 

 

基本施策 

１ 安全・安心の確保 

（１）高経年化研究体制                        … １５ 

（２）地域の安全医療システムの整備                  … １８ 

（３）陽子線がん治療を中心とした研究治療施設の整備          … １９ 

 

２ 研究開発機能の強化 

（１）「高速増殖炉研究開発センター」                 … ２０ 

（２）「原子炉廃止措置研究開発センター」               … ２１ 

（３）「若狭湾エネルギー研究センター」                … ２２ 

（４）関西・中京圏を含めた県内外の大学や研究機関との連携の促進   … ２４ 

 

３ 人材の育成・交流 

 （１）県内企業の技術者の技能向上に向けた技術研修の実施       … ２５ 

 （２）県内大学における原子力・エネルギー教育体制の強化       … ２７ 

 （３）小学校、中学校、高等学校における原子力・エネルギー教育の充実 … ２９ 

 （４）「国際原子力情報・研修センター」                … ３１ 

 （５）国等による海外研修生の受入れ促進               … ３２ 

 （６）国際会議等の誘致                       … ３３ 

 

４ 産業の創出・育成 

  （１）産学官連携による技術移転体制の構築              … ３５ 

  （２）原子力発電所の資源を活用した新産業の創出           … ３８ 

  （３）企業誘致の推進                        … ３９ 

 

  

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重 点 施 策 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

重 点 施 策 

 

エネルギー研究開発拠点化計画が目指す「人材育成の拠点、研究機能の集積、産業

への貢献」の３つの目標を達成する上で、特に重要な８項目の施策です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○拡国際原子力人材育成センター

（Ｈ２２～） 

○原子力安全研修施設 

             （Ｈ２０～） 

○広域の連携大学拠点の形成 

              （Ｈ２０～） 

○嶺南新エネルギー研究センター 

             （Ｈ２０～） 

○高速増殖炉（ＦＢＲ）を中心とし 

た国際的研究開発拠点の形成 

      （Ｈ２１～） 

○福井クールアース・次世代 

エネルギー産業化プロジェクト 

           （Ｈ２０～） 

産業への貢献 研究機能の集積 

○レーザー共同研究所 

              （Ｈ２０～） 

人材育成の拠点 

○新エコ園芸振興拠点化 

プロジェクト  （Ｈ２３～） 

 



 

 

○拡  国際原子力人材育成センター 

 

「アジアの安全技術・人材育成への貢献」を目指し、原子力先進県の本県を国

際的な原子力人材育成の拠点としていくため、国内外の研修生等の受入れ総合

窓口となる機関として、財団法人若狭湾エネルギー研究センターに｢福井県国際

原子力人材育成センター（仮称）｣を設置する。 

 

（進捗状況）２２年３月 福井県国際原子力人材育成協議会を設立し、センターの機能、 

事業方針、組織体制について検討を開始 

２２年６月 アジア原子力人材育成会議を開催し、海外の人材育成のニーズ等

について協議 

２２年９月 平成２２年度国際原子力人材育成イニシアティブへの公募申請 

 

【県、若狭湾エネルギー研究センター】 
 
○ 「福井県国際原子力人材育成センター(仮称)」を設置し、新たに原子力発

電の導入を計画している国々の原子力政策担当者等の研修を開始すると

ともに、国際的に活躍できる国内原子力人材の育成について検討 

 

（組織体制）   １０名程度 

      （業務内容）   国内外の原子力人材育成および交流促進 

（スケジュール）  

２３年４月～ 「福井県国際原子力人材育成センター（仮称）」の設置、運用開始 

事業者、大学等とともに、国際的に活躍できる原子力人材育成支援 

について検討 

２４年度～  新たに整備される県内の原子力人材育成施設等を活用した研修事 

業の充実 

 

【電力事業者、日本原子力研究開発機構】 
 
 ○ 「福井県国際原子力人材育成センター(仮称)」への職員の派遣 

 

○ 「福井県国際原子力人材育成センター(仮称)」の研修事業等への参画 
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【県内の大学】 

 

 ○ 「福井県国際原子力人材育成センター(仮称)」の研修事業等への参画 

 

 

【国】 
 
 ○ 「国際原子力人材育成イニシアティブ」により原子力関係機関が連携し

た横断的な人材育成事業を支援 

（概算要求額：３．４億円[全国]） 

 

○ 「国際原子力講師育成事業」により、アジア諸国の原子力講師候補者等

技術者を対象とした研修を支援 

（概算要求額：１．２億円[全国]） 

 

○ 「原子力発電基盤整備事業補助金」により、原子力専門家の派遣や受け入

れ等により、原子力発電新規導入国に対する法制度整備や人材育成等を実

施 

（概算要求額：２．３億円[全国]） 

 

    ○ 原子力人材育成のための全国の体制整備の促進に向けた検討を行う中で、

「福井県国際原子力人材育成センター(仮称)」の位置づけの明確化を図る

とともに、関係機関との連携強化等の取組みの支援やセンターの運用につ

いて助言等を実施 
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広域の連携大学拠点の形成 

 

 「もんじゅ」、「ふげん」等の研究施設と人材を活用し、特色のある原子力分

野等の教育・研究機能を充実するため、福井大学を中核に関西・中京圏等の大

学との広域の連携大学拠点を敦賀市に形成する。 

     

[進捗状況] 

         ・２０年１０月 広域連携大学拠点検討委員会において福井大学附属国際原子力工学

研究所構想の決定 

         ・２１年 ４月 「福井大学附属国際原子力工学研究所」を福井大学文京キャンパス

に設置 

 ・２１年１０月 敦賀市が敦賀キャンパスの実施設計に着手 

 ・２２年 ７月 福井大学大学院工学研究科原子力・エネルギー安全工学専攻におい

て、新たに附属国際原子力工学研究所を含めた入学者を募集 

 ・２２年 ９月 検討委員会を設置し、敦賀地区における原子力教育研究の広域連携

拠点化の本格的な検討を開始 

 ・２２年１０月 敦賀市が建設工事に着手 

 

   【県内の大学】 

○ 「福井大学附属国際原子力工学研究所」の充実および敦賀への移転 

（福井大学） 

○ 「原子力システム研究開発事業」の『「もんじゅ」における高速増殖炉 

 実用化のための中核的研究開発』をもとに、阪大、京大、東大をはじめ 

 とした大学、研究機関等との高速炉開発を目指した共同研究を促進 

（福井大学） 

 

     ○ 「敦賀地区における原子力教育研究の広域連携拠点化検討委員会」にお 

いて、原子力教育研究の広域的な連携拠点形成の進め方等について検討・ 

取りまとめ 

（福井大学） 

      

【敦賀市】  

○ 平成２３年１２月完成を目標に、敦賀駅西地区において施設の建設工事

を実施 

（構 造）    鉄筋コンクリート造り３階建て 

（規 模）    約６，８００㎡ 

（スケジュール） ２３年１２月 建設工事完了 

２３年度中  文京キャンパスから敦賀キャンパスへ移転 

3 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国】 
 

○ 大学等の研究者を結集し、研究・教育活動を推進する「原子力に関す

る研究開発・人材育成拠点の形成」への支援 

（概算要求額：１．０億円） 

 

○ 「原子力システム研究開発事業」により、大学、研究機関、産業界等

が参加した研究開発への支援  （概算要求額：５．４億円[全国]） 

 

 

【日本原子力研究開発機構】 
 

○ 「福井大学附属国際原子力工学研究所」に客員教授、特別研究員等を

派遣するとともに、共同研究を積極的に実施 

       （研究例） 

         ・レーザーを利用した放射線照射効果に関する研究開発 

・原子力施設の廃止措置に係る研究 

・長期健全性評価のための経年劣化研究 

・高速炉ナトリウム中放射性物質挙動の評価手法の開発   等 

 

 

福井大学附属国際原子力工学研究所イメージ図 
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原子力安全研修施設 

 

 国内外の原子力関係の技術者、学生を対象とした人材育成の拠点として、原

子力安全研修施設を整備する。 

 

[進捗状況] 

 ・２１年３月 整備構想策定委員会において施設の整備構想を策定 

 ・２１年９月 具体化検討委員会の審議を踏まえ、研修の内容、設備など施設整備の

具体化に向けた計画書を取りまとめ 

 ・２２年４月 実施設計着手 

 

【日本原子力発電】 
 

○ 平成２４年度の運用開始に向けて、建設工事を実施 

（整備場所）   敦賀市沓見 

（規  模）   約８，８００㎡ 

（特  徴）  ・安全文化や安全技術について机上研修と実習を組み合わせた体 

系的な研修 

・世界最新鋭の機能を有するプラントシミュレータを活用した高 

度な研修 

・通訳ブースを備え、国際会議にも対応 

（スケジュール） ２２年１２月 建設工事着手 

        ２３年度   建設工事 

             ２４年度   建設工事完了、運用開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国】 
 
     ○ 施設整備、研修運用に関して、国の研修経験に基づく情報提供 

※ 敦賀発電所２号機運転員訓練用フルスコープシミュレータ 

         日本原子力発電㈱ 原子力安全研修施設イメージ図 

宿泊エリア 運転訓練エリア※ 

研修･保修訓練エリア 
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レーザー共同研究所 

 

    県内企業や大学等との共同研究を通じて、関西光科学研究所に蓄積されたレ

ーザー関連技術を産業や医療分野に応用展開を図る。 

 

[進捗状況] 

・２０年４月 日本原子力研究開発機構敦賀本部に関西光科学研究所レーザー技術利

用推進室を設置 

・２１年２月 レーザー利用開発推進委員会においてレーザー共同研究所に必要な規

模や機能等を取りまとめ 

 ・２１年９月 アトムプラザ内にレーザー共同研究所を開設 

       （研究者）１１名  

（規 模）５００㎡  

       （設 備）ファイバーレーザー、ＹＡＧレーザー等 

 

   【日本原子力研究開発機構】 
 

     ○ 県内企業や大学、医療機関等との連携体制を強化し、実用化を目指し

た共同研究を促進 

       （研究例） 

原子力分野：配管内の傷をセンサーで検知し、レーザーにより補修する装置 

の開発 

     原子力発電所の廃止措置に向け、レーザーにより原子炉容器等 

の厚板を切断する技術の開発 

          医 療 分 野：内視鏡で観察しながらレーザー治療ができる光ファイバー医療 

装置の開発 

 

 

   ［参考：研究イメージ］ 
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〔医療分野〕 

ノズルからのレーザー光により配管内壁を補修 

〔原子力分野〕 

固定機構

スリーブノズル渦流式
センサ

固定機構

スリーブノズル渦流式
センサ



 

 

 

  高速増殖炉（ＦＢＲ）を中心とした国際的研究開発拠点の形成 

 

    国内外の研究者が集う高速増殖炉の実用化に向けたプラント運用技術の研究

開発拠点を敦賀市に形成し、国際的に特色ある拠点として地域の発展・活性化

に貢献する。 

 

[進捗状況] 

 ・２１年３月 プラント技術産学共同開発センター（仮称）の整備計画策定に着手 

・２１年４月 ＦＢＲプラント工学研究センターを設置 

・２１年８月 ナトリウム工学研究施設の基本設計に着手 

      ・２２年４月 ナトリウム工学研究施設整備室を設置 

      ・２２年８月 ナトリウム工学研究施設の実施設計に着手 

       ※従来の「プラント実環境研究施設」は、「ナトリウム工学研究施設」に名称変更 

 

【日本原子力研究開発機構】 

『ＦＢＲプラント工学研究センター』 

ア）組織体制 

      ○「もんじゅ」から得られるプラントの運転信頼性や保全技術向上の課

題解決を行う『ＦＢＲプラント工学研究センター』の組織体制を充実 

         （研究者）   ５０人   → ６０人体制  → ８０人体制 

[２１年度開設時]  [２２年度]    [２４年度] 

 

イ）施設整備 

○ナトリウム工学研究施設の建設に着手するとともに、新型燃料研究開

発施設（仮称）の基本設計に着手 

 

・ナトリウム工学研究施設 

（施設概要）  高温液体ナトリウム環境下の材料試験などを行うプラントの

実際の環境を模擬し、ナトリウム取扱技術の高度化等の研究

開発を行う試験研究施設 

         （整備場所）  敦賀市白木地区 

         （規  模）  建築面積７００㎡程度、鉄骨造３階建て 

         （スケジュール）２３年度   建設工事着手 

                 ２４年度目途 運用開始 

 

 

 

 

 ナトリウム工学研究施設 
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      ・新型燃料研究開発施設（仮称） 

（施設概要）  日仏米の共同研究による新型燃料を研究開発する施設 

（整備場所）  敦賀市白木地区 

         （スケジュール）２３年度    基本設計 

                 ２４～２６年度 実施設計、許認可、建設 

                 ２７年度目途  建設工事完了、運用開始 

 

『プラント技術産学共同開発センター（仮称）』 

○県内企業や広域の連携大学拠点等と一体になって地域産業の発展につ

ながる研究開発を実施する『プラント技術産学共同開発センター（仮

称）』について、関係機関との調整を図りながら設計に着手 

（整備場所）   敦賀市街 

（規  模）   ３，０００㎡程度 

（スケジュール） ２３年度   調整および設計 

２４年度   設計および建設 

２５年度目途 運用開始 

 

 〔構成する施設〕 
・レーザー共同研究所 

    平成２１年度にアトムプラザ内に開設したレーザー共同研究所を拡大し、

『プラント技術産学共同開発センター（仮称）』に移転 

（研究者）  １１人     →  １５人程度 

                 [２１年度開設時]    [２５年度目途] 

     （規 模）  ５００㎡    →  １，０００㎡程度 

[２１年度開設時]    [２５年度目途] 

 

・プラントデータ解析共同研究所（仮称） 

    「もんじゅ」および関連研究施設から得られるデータを利用し、広域連携大 

学拠点等と共同研究を実施 

     （研究者）  １０人程度 

     （規 模）  １，０００㎡程度 

 

・産業連携技術開発プラザ（仮称） 

    県内企業と高速増殖炉プラント運用技術や廃止措置技術等に関する共同開発 

や技術活用などを進め、県内企業の原子力分野への参入を促進 

     （研究者）  ５人程度 

（規 模）  １，０００㎡程度 

     （共同研究開発の例） 

プラントの健全性確認や補修のためのセンサー・ロボット技術 

 

  ・センターの共通機能として技術相談室、企業共通実験室、展示室等を整備 
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○平成２２年度に試行した「技術課題解決促進事業」を本格運用し、県内

企業や大学等との双方向の研究活動へ発展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国】 
 
     ○高速増殖炉（ＦＢＲ）を中心とした国際的研究開発拠点の形成への支援 

・「原子力システム研究開発事業」等により、大学、研究機関、産業界等

による研究開発や人材育成への支援 

（概算要求額：５．４億円[全国]） 

 

・施設の整備に対する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外研究員居室 

プラントデータ解析共同研究所機能イメージ 

産業連携技術開発プラザ機能イメージ 

貸し実験室 展示スペース 

レーザー関連企業等の出張所 

共同実験室 

レーザー共同研究所機能 

研修室 
  

    

  
  

  

実験・分析・ラボ   セミナー会場   

技術相談スペース   成果展示スペース   
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嶺南新エネルギー研究センター 

 

    新エネルギー分野の研究の推進や普及促進および産学官連携の強化により、 

   研究機能の集積を図る。 

  

  【関西電力】 

 『新エネルギー分野研究』 

 

[進捗状況] 

 ・２０年１０月 関西電力原子力事業本部（美浜町）内に開所 

         県内大学等と共同研究を開始 （研究者 ５名） 

・２１年１０月 バイオエタノール製造に関する研究室を美浜発電所整備センター内

に整備 

 
 

  ○ 嶺南新エネルギー研究センターと県内の大学等が連携して、技術シー

ズを活用した基礎的な共同研究を実施 

     （研究内容） ・バイオエタノール製造プロセスの低コスト化研究 

            ・高効率タンデム太陽電池の研究 

            ・有機太陽電池の研究 

    

   『大規模太陽光発電設備』 
 

[進捗状況] 

 ・２２年 ４月 大規模太陽光発電に関する基礎研究を開始 

・２２年 ９月 大規模太陽光発電設備の整備に向けて、地元自治体との協議を開始 

・２２年１１月 研究用太陽光パネルを設置し、曝露実験等を開始 

 

     ○ 若狭地域における大規模太陽光発電設備の整備に関する基礎研究の成

果を評価し、設置場所等を含む事業計画を確定 

（スケジュール） ２３年度   基礎研究の成果を評価検証 

                事業計画の確定 

                 ２４年度目途 大規模太陽光発電設備の整備開始 
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福井クールアース・次世代エネルギー産業化プロジェクト 

 

 次世代のエネルギーに関する産学官共同研究を推進し、県内に関連産業の集

積を図る。 

 

[進捗状況] 

 ・２０年 ６月 福井クールアース・次世代エネルギー産業化協議会を設立 

 ・２０年１２月 ＮＥＤＯエコイノベーション推進事業に「リチウムイオン電池電極

安定化技術に関する調査研究」が採択 

・２１年 ３月 経済産業省低炭素社会実証モデル事業に「ヒートポンプを用いた大

空間環境制御インテリジェントシステムの開発・実証評価」が採択 

・２１年１０月 企業向け技術セミナーを実施 

        福井クールアース・次世代エネルギー産業化プロジェクト展を開催 

・２２年 ６月 経済産業省戦略的基盤技術高度化支援事業に「家庭用固体高分子形 

        燃料電池の高耐食性金属セパレータの開発」が採択 

・２２年１０月 ＪＳＴ研究成果最適展開支援事業に「表面精密フッ素化技術を用い 

        た高信頼性リチウム電池正極材料開発」が採択 

 

   【関西電力、県、若狭湾エネルギー研究センター、県内外企業等】 
 

○ 国の公募型研究支援制度などを活用し、４つの分野において産業化を

目指した産学官共同研究を実施 
 

 〔研究内容〕 

①電力貯蔵分野（リチウムイオン電池など） 

高安全、高容量リチウムイオン電池正極材料に関する研究を実施 

  ②分散型発電分野（燃料電池など） 

燃料電池用電解質膜、金属セパレータの実用化研究を実施 

  ③熱交換システム分野（高効率ヒートポンプ空調など） 

農業ハウスでのヒートポンプ空調制御の実証研究を行い、その成果をエコ園

芸振興拠点化プロジェクトに活用 

  ④液化燃料製造分野（石油に代わる燃料製造など） 

液化燃料合成技術の基盤実験・評価を実施し、産業化に向けた検討を開始 

 

 

高効率ヒートポンプ空調の実証試験栽培ハウス    液化燃料製造実験装置    
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  ○ 平成２３年４月に福井大学内に「産学官共同研究拠点」を開設し、新

たに整備する環境エネルギー関係の試作・評価設備等を活用し、リチウ

ムイオン電池や燃料電池の開発プロジェクトを推進 

 

   

【国】 
 

     ○ プロジェクトを進めていく母体となる協議会に参画し、助言等を行う

など、プロジェクトへの支援・協力 
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 エコ園芸振興拠点化プロジェクトの推進 

 

嶺南地域をＣＯ２削減効果の高い高効率のヒートポンプ空調を活用した園芸

農業の拠点地域にするとともに、エコ園芸を活用した観光振興など、地域産業

の創出・育成につながるプロジェクトを実施し、低炭素化社会の実現を推進し

ていく。 

 

【県、嶺南市町、関西電力】 
 
 ○ エコ園芸等を振興するためのプロジェクト内容を調査検討 

［検討内容］ 

   ・ヒートポンプ園芸農業の栽培研究体制、普及のための指導・支援体制 

   ・嶺南市町におけるヒートポンプ農業ハウス事業の展開方策 

   ・エコ園芸を活用した観光振興 

 

（スケジュール） 

２３年度 プロジェクト内容の調査検討（エコ・エネルギー・コリドールに反映） 

    ２４年度 プロジェクト事業の開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

新 

 「エネルギー研究開発拠点化計画」で進めている原子力・エネルギー分野での

研究開発の成果（ヒートポンプ技術等）を産業創出につなげることにより、生活

分野も含めた「低炭素化社会の実現」を目指す「エコ・エネルギー・コリドール」

を推進する。 

 

［参考］地域活性化総合特区（仮称）への提案（エコ・エネルギー・コリドール） 

原子力を含む「ゼロ・エミッション・エネルギー」を核に、「まちづくり」、「エコ農業」、
「行政効率化」の３本柱で「低炭素化社会」の実現を目指す。 
 
○ゼロ・エミッションの「まちづくり」（低炭素モデル都市） 

原子力発電だけでなく、再生可能エネルギーの集積や活用でも、全国のトップランナー
になるようなクリーンエネルギーのまちづくりを推進 

・太陽電池の設置、スマートメータの導入 ・公的施設への新エネ設備の導入 ・街灯や公園内照明のＬＥＤ化等 

 
 ○ゼロ・エミッションの「エコ農業」（高付加価値農産物） 
   植物工場やヒートポンプハウス栽培などゼロ・エミッション・エネルギーを活かしたエ

コ農業を推進 
 
 ○ゼロ・エミッションの「行政効率化」 
   ゼロ・エミッション・エネルギーを有する優位性を活かしてデータセンターの拠点化を

目指すとともに、それを活用した行政サービスの効率化などを推進 
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基 本 施 策 

 
 

 



 

 

 
基 本 施 策 

 
エネルギー研究開発拠点化計画に規定されている「安全・安心の確保」、「研究開発

機能の強化」、「人材の育成・交流」、「産業の創出・育成」の４つの柱に基づく１６項

目の施策です。 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

（１）高経年化研究体制 
 
（２）地域の安全医療システムの整備 
 
（３）陽子線がん治療を中心としたがん

の研究治療施設の整備 

（１）高速増殖炉研究開発センター 
 
（２）原子炉廃止措置研究開発センター 
 
（３）若狭湾エネルギー研究センター 
 
（４）関西・中京圏を含めた県内外の大

学や研究機関との連携の促進 

（１）産学官連携による技術移転体制

の構築 
 
（２）原子力発電所の資源を活用した

新産業の創出 
 
（３）企業誘致の推進 

（１）県内企業の技術者の技能向上に

向けた技術研修の実施 
 
（２）県内大学における原子力・エネルギ

ー教育体制の強化 
 
（３）小学校、中学校、高等学校におけ

る原子力・エネルギー教育の充実 
 
（４）国際原子力情報・研修センター 
 
（５）国等による海外研修生の受入促進 
 
（６）国際会議等の誘致 

研究開発機能の強化 

安全・安心の確保 

人材の育成・交流 

産業の創出・育成 



 

 

１ 安全・安心の確保 

（１） 高経年化研究体制 

 

      国、事業者等は、高経年化対策充実のため、平成１７年８月に取りまと

められた「高経年化対策検討委員会」の報告に基づき、安全監視体制の強

化や安全研究に取り組みます。 
 

 

   【国】 

 

○ 高経年化技術評価の高度化を図るため、経年劣化事象のメカニズム解

明等に基づくより有効な経年劣化予測手法を構築 

（概算要求：１４．０億円[全国]） 

                   

○ 原子力安全基盤機構に設置されている「技術情報調整委員会」におい

て、高経年化研究の成果を情報収集し、データベースによる共有化など

を推進 

 

 

   【日本原子力研究開発機構】 

 

○ 「ふげん」を活用し、ポンプなどの経年劣化評価技術の研究を実施 

 

○ 専門家で構成する「福井県における高経年化調査専門部会」および「福

井県における高経年化調査研究会」において、研究成果等を審議し、公

表 

 

 

   【関西電力、日本原子力研究開発機構】 

 

○ 平成２２年４月に「ふげん」内に整備した高経年化分析室（ホットラ

ボ）を活用し、実際に発電所で使用された機器や配管の材料強度等を測

定するなどにより、高経年化研究を推進 
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〔高経年化分析室の主要分析装置〕 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        （施設規模） ２００㎡ 

        （研究内容） 発電所内の機器、配管等から切り出した材料を用い、環境条件（放

射線量、温度、水質等）や時間的変化に対する影響を分析するこ

とで、応力腐食割れや脆化等の経年劣化事象のメカニズムを解明 

 

 

【関西電力】 

 

○ 国の委託事業を活用し、原子力安全システム研究所を中心として、大

学や研究機関が行う配管の減肉状態の把握などの高経年化研究を推進 

 

○ 平成２２年５月から運用を開始した原子力安全システム研究所の「熱

流動実験棟」において、配管劣化および熱疲労に関する研究を行い、高

経年化研究を推進 

 

 

 

 

 

 

〔左上〕原子プローブ電界イオン顕微鏡 

（APFIM） 

 

〔上〕走査透視型電子顕微鏡（STEM） 

 

 

〔左〕集束イオン／電子ビーム加工観察装置 

(FIB-SEM) 
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（施設規模） ４００㎡ 

（研究内容） 原子力発電所内で使用される配管において、熱や水の流れにより進

行する浸食・腐食（錆）や、温度変化によって生じる金属疲労等に

対する調査研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全システム研究所 熱流動実験棟 
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（２） 地域の安全医療システムの整備 

 

      県と事業者は、嶺南地域における医師の確保対策および熱傷や被ばく治

療などにも対処できる医療施設の整備を順次具体化します。 

 

 

   【関西電力】 

 

○ 嶺南の地域医療を担う医師の確保のため、嶺南医療振興財団において、

奨学金制度および研修医確保に対する支援制度により、人材育成を支援 

 

 ○ 「公立小浜病院」において、第３期整備工事に併せて除染施設および

放射線治療施設を整備し、平成２３年度内に運用開始 
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（３） 陽子線がん治療を中心としたがんの研究治療施設の整備 

 

県は、若狭湾エネルギー研究センターにおけるこれまでの陽子線がん治療

研究の成果や全国的にも優れたがんの診断・治療技術を活かし、健康長寿に

つながる医療研究拠点整備の一環として陽子線がん治療施設を整備します。 

 

 

   【県】 

 

○ 平成２３年３月から、最先端の治療装置や医療機器を活用した高度な

陽子線がん治療を開始 

 

○ 引き続き、県民等へ陽子線がん治療の普及活動を推進するとともに、北

陸、関西の近隣府県の地域がん診療拠点病院や大学病院等の主要な医療

機関に対して患者紹介の働きかけを行い、連携を強化 

 

○ 各医療機関からの紹介患者に対し、陽子線がん治療の適応診断や治療申

込みの受付の迅速化を図り、診療体制を強化 

 

 

   【県、若狭湾エネルギー研究センター】 

 

     ○ 若狭湾エネルギー研究センター、県立病院等において、他のがん治療

との併用や治療対象部位の拡大など陽子線がん治療の高度化研究を推進 
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２ 研究開発機能の強化 

（１） 「高速増殖炉研究開発センター」（敦賀市白木） 

 

      高速増殖炉研究の国際的な拠点を目指し、「もんじゅ」の発電用プラント

としての信頼性の実証や多様化利用等に関する研究に取り組みます。 

     

 

   【国】 

 

○ 「エネルギー基本計画」に基づき、高速増殖炉サイクルを早期に実用化

するための技術開発を推進 

 

 

   【日本原子力研究開発機構】 

 

○ 発電プラントとしての信頼性の実証に向け、４０％出力プラント確認試

験の実施を目指し、水・蒸気系等の準備・点検等を安全かつ着実に実施 

 

○ 原子炉内の構造物の健全性を確認できる検査技術など、高速増殖炉の実

用化のための研究開発を推進 

 

○ レーザー技術を活用した原子炉施設における配管等の監視・補修技術開

発などの研究を実施 

 

○ 「もんじゅ」を中核として、海外からの研究者・研修生の受入れや、高

速増殖炉等に関する国際会議・学会等の開催・誘致など国際的な活動を

推進 
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（２） 「原子炉廃止措置研究開発センター」（敦賀市明神町） 

 

      廃止措置技術の研究拠点を目指し、「ふげん」を利用した廃止措置に関す

る研究に取り組みます。 

 

      

   【国】 

 

○ 「研究開発段階炉等の廃止措置技術の研究開発」により、放射性廃棄物

の低減化技術の確立や地元企業の技術力向上のため、「ふげん」等を用い

た廃止措置技術の研究開発を支援 

                           （概算要求：０．８億円） 

 

   【日本原子力研究開発機構】 

 

○ 原子炉の遠隔切断・解体工法に関する研究開発や廃止措置計画支援シス

テムの開発など、「ふげん」を利用した廃止措置技術の高度化と体系化を

推進 

 

○ 国内外の研究機関（フランス原子力庁（ＣＥＡ）、イギリス原子力廃止

措置機関（ＮＤＡ）等）との情報交換会議や技術者派遣などを通じて、

廃止措置に関する技術協力を推進 

 

○ ＯＥＣＤ／ＮＥＡ（経済協力開発機構 原子力機関）の廃止措置プログ

ラムに参加し、欧米を中心とした海外の研究機関との技術協力を推進 

 

   【地元企業、経済団体等】 

 

○ 廃止措置技術に関する共同研究への積極的な参画 
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（３） 「若狭湾エネルギー研究センター」 

 

      第３期中期事業計画に基づき、地域ニーズに応じた技術の研究開発や産

業の育成支援、実用化・応用研究に軸足を置いた研究開発、さらには国際

的な研究拠点等の形成の視点のもと、社会が求める地域型の研究・支援機

関としての役割を果たします。 

    

【若狭湾エネルギー研究センター】 

 

○ 医療、農業、環境等の分野で広く利用可能な細胞、酵母等の高度化の研

究を重点に、放射線利用や環境・エネルギーについての実用化・応用研

究を推進 

（研究例） 

ア）県陽子線がん治療センターの開設に対応し、より高度な治療法の開発 

          イ）植物工場用野菜の新品種の開発・低コスト化技術の研究、有用菌類等の 

            高機能化研究 

          ウ）原子炉廃炉措置にも応用できる高品質固体レーザーによる遠隔切断技 

術の開発 など 

 

○ 科学機器等の機能充実を図り、最先端の分析評価技術を活かした地元

企業や地域の学術振興に対する支援を強化 

    ア）高性能電子顕微鏡等の科学機器の充実 

     イ）加速器の機能向上 

     ウ）共同研究機能の強化 など 

 

○ 若狭湾エネルギー研究センターの研究への展開につながる関西・中京圏

の大学等との共同研究を推進 

 

○ 粒子線がん治療に携わる中核的人材の育成の実施機関として現場実務

研修を実施 

 

○ 「アジアの安全技術・人材育成への貢献」を目指し、国際原子力人材の 

福井県への受入れ拡大に向けた取組みおよびアジアからの研究者の受入

れを実施 
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【国】 

 

○ 粒子線がん治療に携わる中核的人材の育成を推進 

                        （概算要求：０．７億円［全国］） 

 

【日本原子力研究開発機構、電力事業者、県内の大学、地元企業、経済団体等】 

 

○ 若狭湾エネルギー研究センターとの共同研究への積極的な参画 
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（４） 関西・中京圏を含めた県内外の大学や研究機関との連携の促進 

 

関西・中京圏を含めた県内外の大学や研究機関との連携を促進し、県内に

おける原子力・エネルギー研究の充実を図ります。 

 

 

【若狭湾エネルギー研究センター】 

 

○ 原子力分野の研究開発や人材育成において将来必要となる共同利用施設

について、具体化に向け引き続き検討 

 

 

   【県内の大学】 

 

○ 包括連携協定を締結している放射線医学総合研究所および共同研究契

約を締結している理化学研究所との分子イメージング共同研究に係る協

力強化を促進 

（福井大学） 

 

 

   【県内外の大学、関西電力】 

 

 核セキュリティサミットにおける日本のイニシアチブに資する核物質

の測定、検知などに係る技術開発 

（東京大学、福井大学） 

 

新 
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３ 人材の育成・交流 

（１）県内企業の技術者の技能向上に向けた技術研修の実施 

 

      若狭湾エネルギー研究センターは、原子力関連業務従事者研修等の実績

を踏まえ、業務参入機会の拡大や新産業への展開につながる研修制度の充

実を図ります。 

 

   【国】 

 

○ 「もんじゅ」の保守業務や「ふげん」の廃止措置業務等に必要な技能・

知識を習得するための「原子力関連業務従事者研修事業」を支援 

                           （概算要求：０．７億円） 

 

○ 高経年化対応や設備利用率向上のための現場技術の向上や現場作業技

術の継承対策などの現場技能者育成の取組みを支援 

           （概算要求：０．３億円［全国］） 

                    

   【若狭湾エネルギー研究センター】 

 

○ 技量認定制度の定着を図るため、電力事業者や元請企業等と制度の充実

について協議 

 

○ 国の支援制度を活用し、原子力関連業務に関する研修を実施するととも

に、研修の実施状況や技量認定制度の導入等に応じた研修カリキュラムの

見直し 

 

○ 研修を受講した企業を対象に事業者や元請企業等との交流会を継続し

て開催するとともに、参入状況の進展、発注側の求める技術水準等のニ

ーズを十分に把握し、参加企業をフォローアップする体制を充実するこ

とにより、新規参入の支援を強化 

 

   【日本原子力研究開発機構、電力事業者、原子力発電プラントメーカー】 

 

○ 若狭湾エネルギー研究センターが行う研修事業への、ＦＢＲサイクル

総合研修施設や原子力研修センター等の提供、カリキュラムの作成、講師

の派遣等による協力 
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○ 研修を受講した企業の原子力関連業務への参入機会の拡大 

 

○ 技量認定制度が効果的に機能するよう、若狭湾エネルギー研究センタ

ーと積極的に運用するとともに、制度の充実について協議 

 

     ○ 国の支援制度を活用し、原子力関連業務の動向に応じた研修の実施 

 

   【地元企業、経済団体等】 

 

○ 若狭湾エネルギー研究センターが行う研修事業への積極的な参加 

 

○ 技量認定の積極的な取得 
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（２） 県内大学における原子力・エネルギー教育体制の強化 

 

      県内大学は、カリキュラムの拡充など教育内容を充実するとともに、日

本原子力研究開発機構など県内の研究機関や関西・中京圏の大学と連携し、

エネルギー教育体制を強化します。 

 

【国】 
 

○ 大学、大学院、高等専門学校における原子力分野の教育研究活動の取

組みを支援 

（概算要求：２．７億円［全国］） 

 

【若狭湾エネルギー研究センター、日本原子力研究開発機構、県内の大学等】 

 

  ○ 「敦賀『原子力』夏の大学」を実施 

 

   【県内の大学等】 
 

○ 原子力工学の基礎教育を行う工学部の副専攻コースの充実 

（福井大学） 

 

○ 大学院工学研究科原子力・エネルギー安全工学専攻のカリキュラムを

２コース制に改定 

  （福井大学） 

 

 

 

 

 

  ○ 県内高校等を対象とした原子力・エネルギーに関する出前授業やアイ

ソトープ研究所での実験等を継続 

    （福井工業大学） 

      

○ 座学と実験を一体的に組合せたカリキュラムの継続 

（福井工業大学） 

 

○ 原子力やエネルギーの現状や課題についての市民講座を実施 

  （福井工業大学） 

     

原子力基盤工学コース：高速炉開発工学分野（附属国際原子力工学研究所） 

原子力応用工学コース：プラント安全工学分野、量子ビーム応用工学分野、 

           地域共生工学分野      （文京キャンパス） 
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○ エネルギー研究開発拠点化計画をはじめ、原子力発電所の地域経済へ

の波及効果等を分析するとともに、その効果について将来予測 

（福井県立大学） 

 

     ○ 国の原子力人材育成プログラムに基づく原子力分野の人材育成を実施 

       （福井工業高等専門学校） 

 

 

   【日本原子力研究開発機構、電力事業者】 

 

○ 県内大学、短大の原子力関連講座への客員教授、講師の派遣 

 

○ 福井大学大学院生や県内大学生のインターンシップ受入れ 
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  （３） 小学校、中学校、高等学校における原子力・エネルギー教育の充実 

 

      県、事業者は、小学校、中学校、高等学校の各段階において、教師が原 

     子力・エネルギー教育により積極的に取り組むことができるよう環境を整 

     備するとともに、児童・生徒の学習機会の拡大に努めます。 

 

   【国】 

 

○ 美浜町が推進する「エネルギー環境教育体験施設」の整備に当たり、 

検討委員会に参画するとともに、その事業に対し「高速増殖炉サイクル 

研究開発推進交付金」を活用して支援   

 

○ 児童・生徒・教員を対象とした「もんじゅ」見学や原子力を含むエネル

ギー教育における実験器具・材料・副教材の整備に当たり、「原子力・エ

ネルギー教育支援事業交付金」を活用して支援 

（概算要求：０．４億円） 

 

 

   【県】 
 

○ 国の支援制度を活用し、工業高校等において、原子力・エネルギーに関

する教育を実施 

 

○ 教職員を対象としたエネルギー・環境に関する研修や施設見学を実施 

 

○ 原子力・エネルギー教育に関する学習教材の整備充実、施設見学を実施    

 

       

   【美浜町】 

     ○ 「エネルギー環境教育体験施設」の整備 

        原子力の重要性に対する電力消費地の理解促進に向けて、関西圏を

はじめ県外の生徒や教員を中心にエネルギー環境教育の体験学習等が

できる『エネルギー環境教育体験施設』について、２２年度に実施し

たニーズ調査の結果を踏まえ、整備検討委員会において基本計画を策

定 

         （スケジュール）２３年度 基本計画策定 

                 ２４年度 基本設計、実施設計 

２５年度 建設工事、運用開始 
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【日本原子力研究開発機構、電力事業者、県内の大学、県、若狭湾エネルギー

研究センター等】 

  ○ 美浜町が推進する『エネルギー環境教育体験施設』の整備に当たり、

検討委員会への参画など積極的に協力 

 

 

   【日本原子力発電】 

 

     ○ 「原子力・エネルギー学習の場」の整備 

平成２５年度を目途に敦賀市街に整備する「原子力・エネルギー学習

の場」について、基本的な構想を取りまとめ、具体化に向けた検討を開

始 

 

 

   【日本原子力研究開発機構】 

 

○ 小中連携、中高連携の環境エネルギー原子力一貫教育へのカリキュラム

提案、実験等の支援協力や文部科学省等の科学技術、理科・数学教育を

重点的に行うスーパーサイエンスハイスクール事業等への支援協力 

 

○ 県が実施する工業高校等における原子力・エネルギーに関する教育への

支援 

 

○ 原子力・エネルギー教育に関する学習教材の提供、講師の派遣 

 

 

   【電力事業者】 

 

○ 県が実施する工業高校等における原子力・エネルギーに関する教育への

支援 

 

○ 原子力安全システム研究所との連携などにより、原子力・エネルギー教

育に関する学習教材の提供、講師の派遣、体験イベントの実施 
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（４） 「国際原子力情報・研修センター」（敦賀市白木） 

 

      「国際原子力情報・研修センター」では、海外からの研修生を受け入れ

るなど、国際貢献を行うとともに、研究・教育、産業分野の指導者、技術

者の養成を行います。 

      ※ 高速増殖炉（ＦＢＲ）の特徴であるナトリウムについての取扱・管理技術の教

育訓練などを行う施設 

 

   【日本原子力研究開発機構】 

                                   

○ 福井県国際原子力人材育成センター（仮称）との一層の連携を図り、海

外からの研修生の受け入れなどにより、アジア諸国の原子力人材育成を

推進 

 

○ 若狭湾エネルギー研究センターと連携し、「もんじゅ」の保修業務や「ふ

げん」の廃止措置業務等に参入するための研修を実施 
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（５）  国等による海外研修生の受入れ促進 

 

            国は、県内の原子力関連施設を活用し、アジア諸国をはじめ幅広く海外 

          からの技術者の受入れ研修を行います。 

 

   【国】 

 

○ 「国際原子力講師育成事業」により、アジア諸国の原子力講師候補者等 

技術者を対象とした研修を支援 

                         （概算要求：１．２億円[全国]） 

 

○ アジア諸国を対象に、原子力発電所の安全運転管理等の研修・現地セミ

ナーを行う「原子力発電所安全管理等人材育成事業」を実施                                  

（概算要求：１．７億円[全国]） 

 

     ○ 原子力発電新規導入・拡大検討国への専門家の派遣、当該国からの専門

家の招聘、セミナーの開催等により人材育成を行う「原子力発電導入基盤

整備事業」を実施 

                    （概算要求：２．３億円[全国]） 

 

     

 

29 
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  （６） 国際会議等の誘致 

 

            本県に、原子力・エネルギーに関する国際会議や全国規模の学会を誘致

し、国内外の研究者との交流を促進します。 

 

   【国】 

 

○ アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）のコーディネーター会合の誘

致に向けた活動を支援 

 

○ ＧＩＦ（第４世代原子力システムに関する国際フォーラム）に係る国際

会議等の開催を検討 

 

○ 国際機関の県内への誘致の可能性を検討 

 

 

   【県、電力事業者、日本原子力研究開発機構】 

 

○ ＦＮＣＡコーディネーター会合を平成２３年３月に開催 

        （参考）ＦＮＣＡ：アジア原子力協力フォーラム 

            参 加 国：日本、オーストラリア、バングラディシュ、中国、 

インドネシア、韓国、マレーシア、フィリピン、タイ、 

ベトナム（１０カ国） 

 

     ○ アジア原子力人材育成会議の開催 

         （参考）参加国：日本、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、 

                 ベトナム 

 

   原産年次大会の誘致促進 

         （参考）内 容：エネルギー・原子力開発利用上の重要な問題についての意見 

発表や討論 

参加者：国内外の政府、自治体、研究開発機関、電力事業者、メー

カー、大学等の原子力関係者、一般市民など 

 

 

   【若狭湾エネルギー研究センター】 

    

○ 国際会議や原子力学会をはじめとする各種学会等の誘致促進 

新 
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【県内の大学】 

 

○ 日本原子力学会「２０１１年春の年会」を平成２３年３月に開催 

（福井大学、福井工業大学） 

 

    ○ 日・米・仏間による国際セミナー、国際ワークショップの開催を企画 

      （福井大学） 

 

 

   【日本原子力研究開発機構】 

 

      日本原子力学会主催の「ＧＬＯＢＡＬ２０１１」について、敦賀セッシ

ョンを誘致 

 

 

【電力事業者】 

 

○ 国際会議、原子力発電に関する全国大会および原子力学会をはじめとす

る各種学会等の誘致促進 

 

 

 

 

 

 

新 
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４ 産業の創出・育成 

（１） 産学官連携による技術移転体制の構築 

        

      エネルギー関連の技術移転を促進するために、「ふくい未来技術創造ネ

ットワーク推進事業」による産学官ネットワークの充実を図るとともに、

共同研究や製品開発を支援します。 

 

 

   【県】 

 

○ 原子力・エネルギー関連技術を活用した共同研究への県工業技術センタ

ー等の公設試験研究機関の積極的な参画 

 

 

   【若狭湾エネルギー研究センター】 

 

○ 平成２０年度に設立した「ふくい未来技術創造ネットワーク推進協議

会」の各研究会間の交流を図り、連携を促進 

          

○ 研究開発段階から事業化・商品化を見越した支援を行うためにコーディ

ネーターが継続して活動できる体制とし、事業化・商品化を目指した具

体的な課題を検討するための小グループ活動を積極的に支援 

     

○ 原子力・エネルギー関連技術を活用して研究開発を行う嶺南地域の企業

等の支援を推進 

 

○ 原子力産業への参入を目指す県内企業を対象としたプラントメーカー

等との情報交換会を継続して実施するとともに、県内企業への発注状況、

発注者側の求める技術基準等のニーズを十分に把握し、参加企業とのマ

ッチングを図るなど、新規参入の支援を強化 

  

【日本原子力研究開発機構】 
 

○ オープンセミナー等を適宜開催し、原子力機構の持つ技術シーズに加え

研究開発ニーズの紹介を実施 

     

○ 各商工会議所（福井、鯖江、武生、敦賀）の技術相談窓口システムなど

を活用し、地域企業からの技術相談を積極的に受けるとともに、展示会
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や技術交流会を開催 

 

○ 放射線利用などの原子力関連技術を活用した新製品や新技術の開発に

向けて、県内企業との共同研究を実施（５件以上） 

 

○ 原子力機構関連技術の産業化への展開、地域企業技術の原子力機構業務

への展開の双方向の連携強化に向けた新たな制度「技術課題解決促進事

業」の本格運用を開始 

 

 

   【関西電力、若狭湾エネルギー研究センター】 

 

○ 「関西電子ビーム株式会社」において、大学や県内企業が施設を有効活

用できるよう、研究会活動や共同研究を継続するとともに、平成２３年

夏頃に本格操業を開始 

 

       （施設概要）電子線照射により、繊維やプラスチックなどの素材の改質や滅菌等を

行う施設 

       （開発事例）電子ビームにより銀ナノ粒子を繊維に吸着させた抗菌性繊維の開発 

（規  模）約５，７００㎡ 

（設  備）電子加速器（出力：１０MeV（商業用としては国内最大規模）） 

（社 員 数）１０人程度（２３年４月） 

（進捗状況およびスケジュール） 

２０年３月 関西電子ビーム㈱を設立 

      ２１年９月 建設工事に着手 

２２年８月 建屋完成、本社移転 

             ２３年夏頃 本格操業開始 
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   【電力事業者、原子力発電プラントメーカー】 
 

○ 県内の大学や企業等との共同研究や製品開発を推進 
 
 
 

   【地元企業、経済団体等】 
 

○ 共同研究への新規参加企業の拡大 

 

 

   【県内の大学等】 
 

○ 研究機関や県内企業との共同研究への積極的な参画 
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  （２） 原子力発電所の資源を活用した新産業の創出 

 

            若狭湾エネルギー研究センターや電力事業者は、大学や研究機関と連携

し、温排水の有効利用など原子力発電所の資源を活用した新産業の創出に

取り組みます。 

 

   【若狭湾エネルギー研究センター】 

 

○ 「ふくい未来技術創造ネットワーク推進協議会」の「海洋資源・生物資

源活用研究会」において、大学のシーズ、公的試験機関の情報、企業の

ニーズ等をマッチングし、温排水等の利活用を推進 

 

 

   【電力事業者】 

 

○ 「海洋資源・生物資源活用研究会」に参画し、温排水を利用した魚介類

等の養殖研究などの研究成果を活かした企業等との共同研究を推進 

 

 

   【関西電力、地元企業】 

発電所温排水を利用した希尐金属の回収技術に関する調査研究を推進 

 

 

   【地元企業、経済団体等】 

 

○ 「海洋資源・生物資源活用研究会」に参画し、温排水を利用した養殖な

どの事業可能性について検討 

 

○ 原子力発電所の資源を活かした産業分野への新規事業展開の促進

新 
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  （３） 企業誘致の推進 

 

            県、市町、事業者は、電力料金の低廉さや企業立地誘致施策等を活用し、

原子力関連企業の県内立地に取り組みます。 

 

 

   【県、市町】 

 

○ 「福井県経済新戦略」で検討されている「クリーン電力」の集中立地を

促すため、事業者や原子力発電プラントメーカーとの連携体制を一層強

化し、嶺南地域を中心に企業誘致を推進（目標５社） 

       （嶺南地域の重点業種） 

         ・太陽電池、二次電池関連産業 

         ・原子力関連産業 

         ・データセンター、ヒートポンプ農業等 

 

   【日本原子力研究開発機構、電力事業者】 

 

○ 企業誘致を推進（目標５社） 
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エネルギー研究開発拠点化計画 

 

実 施 状 況 

 

（平成２１年１１月～平成２２年１０月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年１１月１４日 

エネルギー研究開発拠点化推進会議 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重 点 施 策 
 

 

 

この資料は、原則として平成２１年１１月から平成２２年１０月末までに、各機関がエネル

ギー研究開発拠点化計画において実施した事業実績を掲載しています。ただし、以下の事業に

ついては、別途表記し、掲載しております。 

・平成２１年度以前から継続する事業                 ：平成○○年度～ 

・年度毎に数量を集計している事業  平成２１年４月～平成２２年３月 ：平成２１年度 

平成２２年４月～１０月     ：平成２２年度 

・その他、平成２２年１１月以降で会議開催までに公表された主要事業 



 

 

重 点 施 策 

 

国際原子力人材育成センターの設置 

県、若狭湾エネルギー研究センター 

・福井県国際原子力人材育成協議会を設立し、センターの機能と役割等を協議 

（平成２２年３月２１日） 

・アジア原子力人材育成会議を開催し、海外の原子力発電の導入計画の現状や人材育成のニー

ズを把握（平成２２年６月３日、４日） 

・福井県国際原子力人材育成協議会第２回会合を開催し、センターの事業方針等を協議 

（平成２２年８月４日） 

・平成２２年度国際原子力人材育成イニシアティブへ公募申請（平成２２年９月２７日） 

・福井県国際原子力人材育成協議会第３回会合を開催し、センターの組織体制や研修内容等を

協議（平成２２年１０月２９日） 

 

原子力安全研修施設 

 日本原子力発電 

・施設の実施設計に着手(平成２２年４月) 

 

広域の連携大学拠点の形成  

県内の大学、国、敦賀市、日本原子力研究開発機構 

・福井大学が大学院工学研究科原子力・エネルギー安全工学専攻において、新たに附属国際原

子力工学研究所を含めた入学者を募集（平成２２年７月） 

・福井大学が検討委員会を設置し、敦賀地区における原子力教育研究の広域連携拠点化の本格

的な検討を開始（平成２２年９月～） 

・敦賀市が「高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金」を活用し、研究所（敦賀キャンパ

ス）の建設工事に着手（平成２２年１０月） 

・日本原子力研究開発機構が研究所に客員教授等を派遣するとともに共同研究を実施 

 

嶺南新エネルギー研究センター  

関西電力 

・県内大学等と新エネルギーの共同研究を実施（平成２１年度～） 

（研究テーマ）高効率タンデム太陽電池の研究（福井大学） 

       有機太陽電池の研究（福井工業大学） 

バイオエタノール製造プロセスの低コスト化研究（福井工業高等専門学校） 
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・大規模太陽光発電に関する基礎研究を開始（平成２２年４月～） 

・大規模太陽光発電設備の整備に向けて、地元自治体との協議を開始（平成２２年９月～） 

・研究用太陽光パネルを設置し、曝露実験等を開始（平成２２年１１月～） 

（研究テーマ）日射量、気温、風向・風速等の気象データを用いて、発電可能量を予測する手

法の研究開発 

日本海側の積雪や汚れなど環境因子が太陽光発電量に与える影響の評価およ

びその対策の検討 

 

高速増殖炉（ＦＢＲ）を中心とした国際的研究開発拠点の形成 

日本原子力研究開発機構、国 

○ ナトリウム工学研究施設の整備 

・国際原子力情報・研修センター内にナトリウム工学研究施設整備室を設置（平成２２年４

月） 

・施設の実施設計に着手（平成２２年８月） 

○ 新型燃料研究開発施設（仮称）の整備 

・施設の概念検討を実施（平成２２年度） 

○ プラント技術産学共同開発センター（仮称）の整備 

・プラント技術産学共同開発センター（仮称）施設の機能等を検討（平成２２年５月～） 

・日本原子力研究開発機構が抱える課題などを県内企業と共同で解決を図る「技術課題解決

促進事業」の創設（平成２２年４月） 

 

レーザー共同研究所  

日本原子力研究開発機構 

・県内企業や大学、医療機関等との共同研究を実施（平成２１年度～） 

（研究テーマ）内視鏡で観察しながらレーザー治療ができる光ファイバー医療装置の研究 

         高出力ファイバーレーザーによる厚板切断技術の研究 

         ファイバーレーザー照射溶接補修技術の研究 

・レーザー共同研究所技術検討会を開催し、レーザー溶接技術の解析について検討（平成２２

年６月８日） 

・レーザー共同研究所設立記念国際シンポジウムを開催し、最新の研究成果と今後の計画を紹

介（平成２２年２月１７日、１８日） 

・レーザー共同研究所セミナーの開催 

    第１回：「レーザーセンシング技術の原子力分野への応用」 福井大学 小林喬郎特命教

授（平成２２年７月８日） 

    第２回：「高分子極限材料の創製に向けて」 名古屋工業大学 辻田義治プロジェクト教

授（平成２２年７月２３日） 
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    第３回：「溶融時の凝固・相変態のその場観察」 大阪大学 小溝裕一教授 

（平成２２年９月３日） 

・レーザー加工技術の産業活用セミナーを開催（敦賀商工会議所との共催）し、レーザーの産

業利用の実例、安全取扱いの講演および活動紹介と見学会を実施（平成２２年９月２９日） 

 

福井クールアース・次世代エネルギー産業化プロジェクト 

 県内外企業、関西電力、県、若狭湾エネルギー研究センター、国等 

・農業ハウスのヒートポンプ空調制御の実証実験を実施（平成２１年度～） 

・経済産業省「戦略的基盤技術高度化支援事業」に「家庭用固体高分子形燃料電池の高耐食性

金属セパレータの開発」が採択（平成２２年６月） 

・企業向け技術セミナーを開催（平成２１年１２月、平成２２年２月、６月） 

・「ふくいの産業・技術展」において、福井クールアース・次世代エネルギー産業化プロジェ

クトを紹介（平成２２年６月１８日、１９日） 

・ＪＳＴ「研究成果最適展開支援事業」に「表面精密フッ素化技術を用いた高信頼性リチウム

電池正極材料開発」が採択（平成２２年１０月） 

・県内企業に実験装置を整備し、燃料合成技術の基礎実験を実施（平成２２年１１月～） 
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安全・安心の確保 

 

（１）高経年化対策の強化と研究体制等の推進  

国、日本原子力研究開発機構、関西電力  
○ 高経年化研究の推進 

・原子力安全基盤機構が、「技術情報調整委員会」を設置し、高経年化研究の成果の情報

収集やデータベースによる情報の共有化を実施（平成１７年度～） 

・日本原子力研究開発機構が、「福井県における高経年化調査研究会」を設置し、「ふげん」

の構造物の劣化状況などの調査研究を実施（平成１７年度～） 

・国の「高経年化対策強化基盤整備事業」を活用し、原子力安全システム研究所を中心に

大学や研究機関が、配管の減肉状態の把握などの研究を実施 

・「ふげん」内に高経年化分析室（ホットラボ）を関西電力が整備し、日本原子力研究開

発機構とともに、放射線環境下での金属劣化等の研究を開始（平成２２年４月～） 

・原子力安全システム研究所が熱流動実験棟を整備し、配管劣化や熱疲労等の研究を開始

（平成２２年５月～） 

 

（２）地域の安全医療システムの整備  

関西電力 
○ 医学生等に対する人材育成支援 

・嶺南医療振興財団による医学生への奨学金貸与（平成１９年度～延べ３３名 うち平成

２２年度新規：７名）や研修医を受入れた嶺南地域の病院および福井大学への支援を実

施 

○ 熱傷等への対処                                   

・公立小浜病院に熱傷等治療施設（無菌治療室、高気圧酸素治療室）を整備し、運用開始

（平成２２年３月～） 

・公立小浜病院に除染施設および放射線治療施設を整備するための工事に着工（平成２２

年８月） 

 

（３）陽子線がん治療を中心としたがんの研究治療施設の整備  

県 
○ 陽子線がん治療施設の整備 

・建屋の建築工事が完了し、機器の設置・調整等を実施中（平成２２年３月～） 

○ 陽子線がん治療ネットワークづくりの推進 

・石川県、富山県をはじめ、近県の大学医学部および主要病院に対し、施設が活用され

るよう働きかけを実施（平成１８年度～：６２施設） 
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・県内外の主要病院において医療関係者向けの説明会を実施（平成２１年度～：７施設、

５３７名） 

・陽子線がん治療施設の普及に向けた包括的連携に関する協定を保険会社と締結（平成

２０年１２月～：２３社） 

・県内外で陽子線治療を普及するための講演会等を実施（平成２０年度～：参加者数１

２，６５４名） 

○ 陽子線がん治療の高度化研究の推進 

・陽子線がん治療高度化研究会を設置し、陽子線がん治療の利用者の増大、患者の負担軽

減にかかる研究テーマについて検討（平成２２年６月～９月） 
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研究開発機能の強化 

 

(１）「高速増殖炉研究開発センター」  

日本原子力研究開発機構 

○ 高速増殖炉の研究開発 
・「もんじゅ」の性能試験前準備・点検が終了し、性能試験を再開（平成２２年５月６日） 

・「もんじゅ」の性能試験再開と炉心確認試験の成果について、敦賀市、美浜町、福井市

において報告会を開催（平成２２年８月２３日、８月２５日、９月２日） 

・「もんじゅ」試運転再開報告会をワシントンＤＣで開催し、もんじゅの運転再開を広く

米国関係者に周知するとともに、今後の日本原子力研究開発機構における高速炉開発の

情報を発信（平成２２年９月１４日） 

・経済産業省の公募型研究開発費「発電用新型炉等技術開発／新型炉保守技術開発」によ

り、高速増殖炉実用化に向けた保守・補修技術の研究開発を実施（平成１９年６月～） 

・文部科学省の公募型研究開発費「原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ」により、「も

んじゅ」の性能試験データを用いた高速炉技術に関する先端的研究を実施（平成２０年

１０月～） 

○ レーザー技術を活用した配管等監視技術開発 

・福井大学等との共同研究を実施（平成２０年７月～） 

○ 「もんじゅ」の多様化利用研究の展開 

・平成１９年８月に設置した「水素等の高速増殖炉多様化利用研究会」において原子炉に

よる水素製造や水素輸送などの技術課題を取りまとめ、今後の取組みへの提案を含めた

報告書案を作成 

   

(２)「原子炉廃止措置研究開発センター」 

国 

○ 県内企業の技術力向上に向けた取組み 

・県内企業の技術力向上や放射性廃棄物の低減化技術確立のため「ふげん」を用いた廃止

措置技術の研究開発（研究開発段階炉等の廃止措置技術の研究開発）の実施（参加県内

企業数 平成２１年度：３社、平成２２年度：２社） 

 

日本原子力研究開発機構 
○ 廃止措置の実用化に向けた研究開発 

・原子炉本体を解体する技術や発電所内の構造物を除染する技術の開発 

○ 廃止措置技術開発への県内企業の参画（平成２１年度：２２社、平成２２年度：５社） 

 

(３) 若狭湾エネルギー研究センター 
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若狭湾エネルギー研究センター 
○ 放射線利用や環境・エネルギーの実用化・応用研究の推進 

・加速器による陽子線がん治療研究（平成２１年度臨床治療研究：６名） 

・加速器による品種改良の研究（平成２１年度：２件、平成２２年度：１件） 

・植物工場研究会を設置し、植物工場にかかる技術を検討（平成２２年９月～） 

・高品質固体レーザーによる遠隔切断技術の研究開発（平成１８年～） 

○ 科学機器の利用促進 

・電子顕微鏡の操作など科学機器利用研修の開催（平成２１年度：６回 ２３名、平成２

２年度：１回 ５名）  

○ アジアからの研究者の受入れ 

・スリランカより研究者１名を受け入れ、加速器を用いた品種改良についての研究を実施

（平成２１年９月９日～平成２２年６月２５日） 

・ベトナムより研究者１名を受け入れ、加速器を用いた品種改良についての研究を開始（平

成２２年９月８日～） 

○ 文部科学省の「粒子線がん治療に係る人材育成プログラム」の実施 

・医学物理士養成のための現場実務研修を実施（平成２１年度～：１名） 

 

 (４) 関西・中京圏を含めた県内外の大学や研究機関との連携の促進  

若狭湾エネルギー研究センター 

○ 共同研究支援制度を活用した共同研究の推進 

・支援制度を活用し、若狭湾エネルギー研究センターと関西・中京圏等の大学や研究機関

などとの共同研究を実施 

平成２１年度：２０件（うち５件継続） 

    平成２２年度：１９件（うち１２件継続） 
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人材の育成・交流 

 

（１）県内企業の技術者の技能向上に向けた技術研修の実施  

若狭湾エネルギー研究センター 
○ 原子力関連業務従事者研修等の実施 

・原子力関連業務に参入する県内企業を増やすため、技術者を対象とした研修を実施（平

成２１年度：４８３名、平成２２年度：２５５名） 

・ 県内企業が下請から自立して原子力関連業務を受注するためのノウハウを得るため、

原子力発電所内での現場実務研修（ＯＪＴ研修）を実施（平成２１年度：７名） 

・原子力現場における保修業務従事者の技能レベルの維持向上、将来の人材を確保するた

め、従事者の技能レベルの客観的な評価を行う本県独自の原子力保修技術技量認定制度

を実施（平成２１年度合格者：２２８名、平成２２年度合格者：１４７名） 

・原子力関連業務従事者研修に参加した県内企業が、原子力関連業務に元請企業として参

入（４社） 

 

（２）県内大学における原子力・エネルギー教育体制の強化  

県内の大学等、若狭湾エネルギー研究センター、日本原子力研究開発機構 

○ 平成２２年度「敦賀『原子力』夏の大学」の開催 

・場 所：福井県若狭湾エネルギー研究センター、「もんじゅ」など  

・開催日：平成２２年９月６日～１１日 

・原子力をテーマにした英語討論会、現場見学、運転訓練シミュレータ体験学習、地元交

流会など（参加者：県内外の１１大学院生等４０名） 

・公開講座「テラパワー社（ビル・ゲイツ氏実質オーナー）の次世代原子炉（超長寿命小

型炉）の開発世界戦略」など（参加２４６名） 

 

県内の大学等 

○ 原子力分野の人材育成 

・工学部に副専攻コースを設置し、原子力・エネルギー安全工学専攻への導入教育を実施

（平成２１年度～）[福井大学] 

・学生が高校生に原子力や放射線の魅力について説明し、原子力に対する認識を新たにす

る「原子力サマーキャンプ」を美浜地区および高浜地区で開催（平成２２年７月１３日、

平成２２年７月１５日）[福井工業大学] 

・電力事業者やエネルギー研究機関等と連携したエネルギー校外研修や放射線測定実習な

どのプログラムを実施［福井工業高等専門学校］ 

 

日本原子力研究開発機構 
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○ 福井工業大学夏期実習生受入（平成２１年度：１０名、平成２２年度：７名） 

○ 福井工業高等専門学校生のインターンシップ受入れ 

（平成２１年度：２名、平成２２年度：２名） 

○ 敦賀工業高校生のインターンシップ受入れ 

（平成２１年度：５名、平成２２年度：５名） 

 

（３）小学校、中学校、高等学校における原子力・エネルギー教育の充実 

国、県 

○ 国の交付金を活用した原子力・エネルギー教育の実施 

・原子力分野等における優秀な人材を育成するため、敦賀工業高校、若狭東高校および大

野東高校において、原子力・エネルギーの基礎的な知識に関する授業、外部講師による

出前授業等を実施 

・小・中学校の教職員を対象とした研修、教職員・生徒を対象とした「もんじゅ」等の施

設見学、原子力・エネルギー教育に関する教材の整備を実施 

 

美浜町 

○ エネルギー環境教育体験施設の整備 

・平成２５年度の運用開始を目指し、ニーズ等の基礎調査を実施（平成２２年度） 

 

日本原子力発電 

○ 原子力・エネルギー学習の場の整備 

・平成２５年度の運用開始を目指し、事業内容や施設・設備等を検討（平成２２年度） 

 

日本原子力研究開発機構 

○ 県内小・中・高校の理科教育の支援 

・アクアトム「科学塾」などを活用し、小・中学校の原子力・エネルギー教育を支援 

・スーパーサイエンスハイスクールに指定されている県内高校（藤島高校、高志高校、武

生高校）の高校生の課題研究の実験・発表等を支援 

 

電力事業者 

○ 小・中学校を対象とした教材の作成・提供、講師の派遣等 

平成２１年度：教材提供 約２２，０００部 出前教室約１５０回 

平成２２年度：教材提供 約２４，０００部 出前教室約１２０回 

（４）「国際原子力情報・研修センター」 

日本原子力研究開発機構 

○ 海外研修生への研修の実施 

・アジア諸国の研究者や技術者を対象に、安全対策や保守技術等を習得するための国際原
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子力講師育成事業「原子炉プラント安全コース」を実施 

 （平成２１年度：２０名） 

（５） 国等による海外研修生等の受入れ促進 

若狭湾エネルギー研究センター 

○ 文部科学省の原子力研究交流制度（平成２１年度：１名、平成２２年度：１名） 

 

福井大学 

○ 文部科学省の原子力研究交流制度（平成２１年度：３名、平成２２年度：１名） 

 

日本原子力研究開発機構 

○ 文部科学省の原子力研究交流制度（平成２１年度：１名、平成２２年度：２名） 

○ 文部科学省の国際原子力講師育成事業（平成２１年度：２０名） 

○ 海外研究機関との協定等に基づく受入れ 

 （平成２１年度：１０名、平成２２年度：６名） 

 

電力事業者等 

○ 経済産業省の原子力発電所安全管理等人材育成事業（平成２１年度：１３名） 

○ ＪＩＣＡの制度による受入れ（平成２１年度：３５名） 

○ その他の受入れ（平成２１年度：４名） 

 

（６） 国際会議等の誘致 

国 

○ 第９回ＡＰＥＣエネルギー大臣会合の開催 

・場 所：ホテルフジタ福井 

・開催日：平成２２年６月１９日 

・内 容：エネルギー安全保障、排出削減、経済成長を同時達成するためのエネルギー需

給構造の将来像を議論し、「エネルギー安全保障に向けた低炭素対策に関する

福井宣言」を採択 

・参加者：アジア太平洋地域の２０の国・地域と国際機関の主席代表（２３名） 

 

県、若狭湾エネルギー研究センター、電力事業者、日本原子力研究開発機構 

○ アジア原子力人材育成会議の開催 

・場 所：福井県国際交流会館 

・開催日：平成２２年６月３日 

・内 容：各国の原子力発電所導入計画や人材育成への取組みの報告と福井県国際人材育

成センターへの期待等を協議 

・参加者：タイ、ベトナムなど東アジア６カ国の政府機関や研究機関の代表者等 
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（４５名） 

 

 

日本原子力研究開発機構 

○ 2009年高速炉システム国際会議（FR09）敦賀セッションの開催 

・場 所：プラザ萬象 

・開催日：平成２１年１２月１１日 

・内 容：高速増殖炉研究開発の意義や重要性について議論 

・参加者：１４カ国、１国際機関の高速炉開発に従事する研究者および一般市民等

（約６６０名） 

○ 第４世代原子力システム国際フォーラム(GIF)専門家グループ会合、政策グループ

会合の開催 

・場 所：福井県国際交流会館 

・開催日：平成２１年１２月２日～４日 

・内 容：次世代の原子力システムの研究開発に関する多国間での国際協力の推進

について意見交換 

・参加者：日、仏、米など１０カ国の GIF 参加国の原子力政策の専門家（５４名） 

○ レーザー共同研究所設立記念国際シンポジウムの開催 

・場 所：日本原子力研究開発機構敦賀本部アトムホール 

・開催日：平成２２年２月１７日、１８日 

・内 容：レーザー共同研究所が進めているレーザーの開発から利用に関連したテ

ーマについて招待講演等を実施 

・参加者：日、中、韓、露などの研究所や大学の専門家（約１４０名） 

○ 第４世代原子力システム国際フォーラム(GIF)安全運転ＰＭＢ会議の開催 

・場 所：日本原子力研究開発機構国際原子力情報・研修センター 

・開催日：平成２２年４月６日～８日 

・内 容：次世代の原子力システムの研究開発に関する多国間協力のうち、ナトリ

ウム冷却高速炉の安全・運転性について意見交換 

・参加者：日、仏、米、中、韓の５カ国の GIF 参加国のナトリウム冷却高速炉の専

門家（１６名） 

 

関西電力 

○ 国際ヒートポンプミーティング２０１０in福井の開催 

・場 所：福井県県民ホール（アオッサ８Ｆ） 

・開催日：平成２２年６月１６日 

・内 容：国内外のヒートポンプ普及促進の取組み等について広く情報交換を行う

とともに、低炭素社会実現に向けたヒートポンプの重要性・有効性を発

信 

・参加者：国内外の学会、産業界、関係団体等（約２４０名） 
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○ 気液二相流ダイナミックスに関するシンポジウムの開催 

・場 所：原子力安全システム研究所ホール 

・開催日：平成２２年９月１０日 

・内 容：英国ノッティンガム大学、関西大学から世界的に著名な気液二相流研究

の専門家を迎えた講演を実施 

・参加者：国内の大学、関係団体等（約４０名） 
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産業の創出・育成 

 

（１）産学官連携による技術移転体制の構築 

若狭湾エネルギー研究センター 

○ 技術活用コーディネータの配置（平成１７年１１月～） 
・原子力関連技術を活用した共同研究を促進するため、企業や大学等への訪問を実施（平

成２１年度：１３９回、平成２２年度：５３回） 

○ 産学官ネットワークの形成（平成１７年度～） 

・「ふくい未来技術創造ネットワーク推進協議会」において、研究開発段階から販路開拓

までを対象に企業の事業化を促進するため、ふくい未来技術創造ネットワーク推進事業

を推進 

     （会員数：企業１３８社、大学等１０機関、研究機関等１４機関） 

・協議会会員で構成する原子力・エネルギー関連の研究会の開催 

放射線利用・材料開発研究会（平成２１年度：２回） 

環境適合性材料・エネルギー開発研究会（平成２１年度：２回） 

保守技術・検査技術開発研究会（平成２１年度：２回） 

海洋資源・生物資源活用研究会（平成２１年度：２回） 

・事業化の可能性試験調査研究の実施 

平成２１年度：９件 （出力１０ＭｅＶの電子線照射を利用した抗菌繊維の大量生産

に関する研究など） 

平成２２年度：９件 （バイオエタノール生産技術におけるバイオマスの循環利用の

研究調査など）                                

○ 県内企業の原子力産業への参入支援 

・平成２１年度：㈱東芝との情報交換会（平成２１年１２月、参加企業２５社） 

・平成２２年度：原子力関連企業との展示商談会 

（平成２２年６月、出展企業３０社、参加原子力関連企業４１社） 

○ 文部科学省の公募型の研究開発費の獲得 

・都市エリア産学官連携促進事業（一般型） 

ふくい若狭エリア：原子力・エネルギー関連技術を活用した新産業の創出 

（平成２０～２２年度） 

○ 嶺南地域新産業創出モデル事業補助金による支援 

・嶺南地域の企業等が行う原子力・エネルギー関連技術を活用した研究開発を支援 

      平成２１年度：４件 （無線通信タグを利用したバルブ開閉操作の自動記録ができる

システムの開発など） 

      平成２２年度：９件 （原子力発電所の定期点検や廃止措置時に利用する小型レーザ

ー除染装置の開発など） 

○ 嶺南企業地域新産業創出シーズ発掘調査補助金による支援 

・嶺南地域の企業が行う原子力・エネルギー関連技術を活用した研究開発に必要なシーズ

発掘調査を支援 
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平成２１年度：８件 （植物由来原料の混合により、石油由来原料を低下したプラス

チック製品の製造技術の調査など） 

平成２２年度：６件 （鉄スクラップの有効なリサイクル方法の開発調査など） 

                                             

日本原子力研究開発機構          

○ 成果展開事業により、県内企業への技術移転を支援 

・特許等を企業に提供し、実用化に関する研究を共同で実施 

平成２１年度：２件 （手漉き和紙を使った建築用資材の開発など） 

平成２２年度：２件 （チタン粉末を基材にしたチタン刃物の開発など） 

○ 技術課題解決促進事業により、県内企業との連携を強化 

・日本原子力研究開発機構の課題を県内企業が解決する事業を実施 

平成２２年度：１０件 （「ふげん」解体物の遠隔細断用治具の試作など） 

○ 福井、敦賀、武生、鯖江商工会議所での技術相談窓口システムを運用開始 

（平成１９年２月～） 

・地域企業からの技術相談を受けるとともに、企業との技術交流会を開催 

○ オープンセミナーを開催し、県内企業の新製品・新技術開発を支援 

・原子力の研究開発で生み出された技術を県内企業が活用できるよう紹介 

（平成２２年１月、３月、５月、１０月） 

 

日本原子力発電          

○ 発電所の保守管理上の課題等に対し、県内企業等の技術を活用するための研究公募を実

施 

平成２１年度：３件（配管内の気体有無の検知方法に関する研究など） 

   

関西電力 

○ 電子線照射施設の整備 

・電子線照射技術セミナーの開催や県内企業への戸別訪問等により、電子線照射事業の普

及活動を実施 

・県内企業が有効に活用できるよう、共同研究や事業展開を協議する研究会を設置（平成

２２年１月） 

・建屋完成により、関西電子ビーム株式会社の本店を美浜町に移転し、共同研究、営業活

動の拠点として運用開始（平成２２年８月～） 

 

（２）原子力発電所の資源を活用した新産業の創出  

若狭湾エネルギー研究センター 

○ 「ふくい未来技術創造ネットワーク推進協議会」において、協議会会員で構成する海洋

資源・生物資源活用研究会を開催（平成２１年度：２回）（再掲） 
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（３）企業誘致の推進 

県、市町、日本原子力研究開発機構、電力事業者 

○優良企業の誘致促進 

・新規立地等の可能性が有望な企業を選定し、訪問を実施 

（平成２１年度：１０７社、平成２２年度：５４社） 

 

・誘致決定 

「生晃栄養薬品㈱」     平成２１年１１月 若狭町 （増設） 

「プロティンケミカル㈱」  平成２１年１１月 若狭町 （増設） 

「三幸金属㈱」       平成２２年 １月 美浜町 （新設） 

「岬工業㈱」        平成２２年 ５月 高浜町 （新設） 

「新菱冷熱工業㈱」     平成２２年 ９月 高浜町 （増設） 

       「日本ユニシス㈱」     平成２２年１１月 小浜市 （新設） 

 

・操業開始 

「日鉱金属㈱」       平成２２年 ３月 敦賀市 （新設） 

「プロティンケミカル㈱」  平成２２年 ４月 若狭町 （増設） 

「岬工業㈱」        平成２２年１１月 高浜町 （新設） 
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  参考資料 

 

「拠点化推進指標」（平成２２年度[上期]） 

 

 

○信頼性の高いがん治療の実現 

 

指
標 

  
１６ 

年度 

１７ 

年度 

１８ 

年度 

１９ 

年度 

２０ 

年度 

２１ 

年度 

２２ 

年度 

（上

期） 

目標値 

 
２１～２５ 

年度 

２６ 

年度以降 

 1 
陽子線がん治療施設に

おける治療患者数 
－ － － － － － － 

５０～ 

２００人 

２００人 

以上 

 

○国際的な研究開発拠点の形成 
  

 

    

指
標 

  
１６ 

年度 

１７ 

年度 

１８ 

年度 

１９ 

年度 

２０ 

年度 

２１ 

年度 

２２ 

年度 

（上

期） 

目標値 

 
２１～２５ 

年度 

２６ 

年度以降 

 2 
国際会議や学会等の開

催数 
１０ ２４ ２９ ２９ ２０ １８ ６ 

１５回 

以上 

２０回 

以上 

 3 
海外からの研究者およ

び研修生の受入れ数 
２４ ４４ ６７ １２６ ７１ ８７ １０ 

４０人 

以上 

８０人 

以上 

 4 

原子力・エネルギー関連

研究に従事する研究者

数 

１２３ １５５ １６３ １６７ １７５ １６９ １７３ 
１６０人 

以上 

１８０人 

以上 

 5 
海外の大学・研究機関と

の共同研究数 
６ １１ １３ １５ １１ １３ １０ 

１５件 

以上 

３０件 

以上 

 6 

県内企業と国内の大学・

研究機関等との共同研

究数 

２０ ２４ ３６ ３８ ４２ ４０ ３５ 
２５件 

以上 

４０件 

以上 

 7 
エネルギー研究センター

の設備・機器の利用件数 
１，７９５ ２，２０６ ２，７２６ ２，８３２ ２，５９０ ２，５５０ １，０２２ 

２，１００件 

以上 

２，８００件 

以上 

 8 
原子力・エネルギー関連

技術の特許出願件数 
８ １８ １７ ２０ １４ １５ １３ 

３０件 

以上 

５０件 

以上 

 

○県内企業の原子力・エネルギー関連産業への進出 
 

  

 

指
標 

  
１６ 

年度 

１７ 

年度 

１８ 

年度 

１９ 

年度 

２０ 

年度 

２１ 

年度 

２２ 

年度 

（上

期） 

目標値 

 
２１～２５ 

年度 

２６ 

年度以降 

 9 
県内企業技術者の研修

受講者数（累積） 
－ ５９０ １，３５１ ２，５０１ ３，８４９ ５，０２７ ５，４３９ 

４，６００人 

（２１年度） 

８，０００人 

（２６年度） 

 10 
定期検査等の業務に直

接参入する県内企業数 
－ － ２ ３ ４ ４ 

（２１契約） 

４ 
（１０契約） 

１５社 

以上 

３０社 

以上 

 11 
廃止措置技術開発に参

画する県内企業数 
１２ １２ １２ １２ ３３ ２５ ５ 

２０社 

以上 

３０社 

以上 
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